
別添１

１ 除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドラインの第７の３を以

下のとおり改める。

「３ 健康診断の結果についての事後措置等

(1) 除染等事業者は、１又は２の健康診断の結果（当該健康診断の項目に異常の所見

があると診断された労働者に係るものに限る。）に基づく医師からの意見聴取は、次

に定めるところにより行うこと。

ア 健康診断が行われた日から３月以内に行うこと

イ 聴取した医師の意見を個人票に記載すること。

(2) 除染等事業者は、健康診断を受けた除染等業務従事者に対し、遅滞なく、健康診

断の結果を通知すること。

(3) 除染等事業者は、１の健康診断（定期のものに限る。）を行ったときは、遅滞なく、

「除染等電離放射線健康診断結果報告書」を所轄労働基準監督署長に提出すること。

(4) 除染等事業者は、健康診断の結果、放射線による障害が生じており、若しくはそ

の疑いがあり、又は放射線による障害が生ずるおそれがあると認められる者について

は、その障害、疑い又はおそれがなくなるまで、就業する場所又は業務の転換、被ば

く時間の短縮、作業方法の変更等健康の保持に必要な措置を講ずること。」

２ 特定線量下業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドラインの第６の２

を以下のとおり改める。

「２ 健康診断の結果についての事後措置等

(1) 特定線量事業者は、１の健康診断の結果（当該健康診断の項目に異常の所見があ

ると診断された労働者に係るものに限る。）に基づく医師からの意見聴取を、次に定

めるところにより行うこと。

ア 健康診断が行われた日から３月以内に行うこと

イ 聴取した医師の意見を個人票に記載すること。

(2) 特定線量事業者は、１の健康診断を受けた特定線量下業務従事者に対し、遅滞な

く、健康診断の結果を通知すること。

(3) 特定線量事業者は、１の健康診断の結果、放射線による障害が生じており、若し

くはその疑いがあり、又は放射線による障害が生ずるおそれがあると認められる者に

ついては、その障害、疑い又はおそれがなくなるまで、就業する場所又は業務の転換、

被ばく時間の短縮、作業方法の変更等健康の保持に必要な措置を講ずること。」

３ 事故由来廃棄物等処分業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン

の第９の３を以下のとおり改める。

「３ 健康診断の結果についての事後措置等



(1) 処分事業者は、１又は２の健康診断の結果（当該健康診断の項目に異常の所見が

あると診断された労働者に係るものに限る。）に基づく医師からの意見聴取について、

次に定めるところにより行うこと。

ア 健康診断が行われた日から３月以内に行うこと

イ 聴取した医師の意見を電離放射線健康診断個人票又は健康診断個人票に記載す

ること

(2) 処分事業者は、健康診断を受けた事故由来廃棄物等処分業務従事者に対し、遅滞

なく、健康診断の結果を通知すること。

(3) 処分事業者は、１の健康診断（定期のものに限る。）を行ったときは、遅滞なく、

「電離放射線健康診断結果報告書」を所轄労働基準監督署長に提出すること。

(4) 処分事業者は、健康診断の結果、放射線による障害が生じており、若しくはその

疑いがあり、又は放射線による障害が生ずるおそれがあると認められる者については、

その障害、疑い又はおそれがなくなるまで、就業する場所又は業務の転換、被ばく時

間の短縮、作業方法の変更等健康の保持に必要な措置を講ずること。」


